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はじめに

2014年7月2日に、シンガポールの個人情報保護法

であるPersonal Data Protection Act 2012　(2012年法

律第26号)（以下、「PDPA」といいます。）が完全施行

されました。PDPA第9章に定められているDo Not Call 

Registry（シンガポールの電話番号に勧誘電話やメッセー

ジを送信することを規制）（以下「DNC規制」といいます。）

については、既に2014年1月2日に施行済みですが、先

月7月2日にその他の個人情報保護規定が施行され、個

人情報保護法が完全施行となりました。

少し意外かもしれませんが、シンガポールでは、2012

年に個人情報保護法が成立するまで、個人情報保護に

関する基本法がありませんでした。高度な情報化社会

となり、企業が適切な情報管理と情報処理手続きを行う

ことは、ビジネスを円滑にすすめる上で、またコンプライ

アンスの観点からも必要不可欠となっています。この時

期にシンガポールで個人情報保護法が成立、施行され

た背景には、欧米諸国や近隣諸国で個人情報保護法

が成立し運用されていく中、シンガポールでも国際基準

に匹敵する法整備を行い、信頼性のあるビジネスハブと

しての地位を確立するねらいがあります。PDPAの目的

は、大きく二つあり、一つは個人の個人情報を保護する

権利を尊重し、個人情報の取得、利用、開示を規制す

ること、もう一つは、事業体が個人情報を合理的な目的

のために取得、利用、開示する権利を守ることです。こ

の個人と事業体双方の権利・利益を、バランスよく保護

することを目的に、PDPAは成立しました。

日本の個人情報保護法とシンガポールの個人情報

保護法はどちらが厳しいのか、というご質問を受けること

があります。一概に比較することは難しいのですが、個

特　集

シンガポール 個人情 報保護法Q& A

Dre w & Napier LLC

Lim ChoNg KiN /  金丸　絢子 　

人的には、両側面あると考えています。すなわち、PDPA

は全ての事業体を適用対象とし、ポリシーの策定や保

護責任者の設置等を義務化している点で、管理面につ

いては日本の個人情報保護法よりも厳しい規定となっ

ています。他方で、後述するような詳細な例外規定があ

り（例えば、ビジネス上の連絡先は適用対象外であった

り、評価目的の個人情報は同意取得義務の例外であっ

たりすること）、日本の個人情報保護法よりも実質的には

融通が利く内容になっています。これは、ビジネスフレン

ドリーな環境を維持しようとしているシンガポールならで

はの法規定だと思います。

本稿では、PDPA下で各事業体に求められている義

務の内容、とるべき方策について簡単におさらいし、日

ごろよくご質問を頂く内容についてQ&A方式でご説明い

たします。

個 人情 報とは

PDPAにおいて、「個人情報」とは、「当該情報又は

当該情報及びその事業体が保有している、若しくはア

クセスし得るその他の情報を用いて、特定することがで

きる個人に関する情報」と定義されています。国籍や年

齢等の一般的な情報も、他の情報と組み合わせて個人

の特定が可能となる場合、合わせて個人情報とみなさ

れます。個人情報の具体例としては、個人のフルネー

ム、NRIC番号、パスポート番号、個人の写真や映像、

個人の電子メールアドレス、指紋、DNA情報、名前と住

所、電話番号等が挙げられます。
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各事業体の義 務

PDPAにおいて、各事業体は、以下の義務を負いま

す。

①　同意取得義務

個人情報の取得、利用、開示をする際には、事前に

同意を取得する

②　目的制限義務

取得した個人情報は、取得の際の目的の範囲での

み利用、開示する

③　通知義務

個人情報の取得、利用、開示の目的を事前に個人に

通知する

④　アクセス権及び訂正権に対応する義務

個人からの個人情報へのアクセス要求及び個人情

報の訂正要求に対応する

⑤　正確性を確保する義務

取得した個人情報が正確かつ完全であることを確保

する合理的努力をする

⑥　保護義務

保有する個人情報について合理的な安全保護措置

を講じる

⑦　保持制限義務

取得時の目的及び事業上、法律上の目的がなくなっ

た個人情報の保持をやめる

⑧　移転制限義務

国外に移転する場合には、受領国側でPDPAと同等

の保護ができることを確保する

⑨　開示義務

個人情報保護責任者の公表、個人の要求に応じて

ポリシーを開示する

事業体が 行うべきこと

•　個人情報保護ポリシーの構築・実施、苦情処

　 理体制の構築・実施

•　従業員へのポリシーの伝達

•　個人情報保護責任者の設置、公表

事業体は、前述の主要義務に対応するため、個人情

報保護のポリシーを構築し、実施すると共に、苦情処理

手続きについて策定、実施する義務があり、個人から要

求がある場合には、当該ポリシーの内容についての情

報を提供する必要があります。

また、事業体は、ポリシーの内容及び実施に関する

情報を従業員に伝えることが要求されます。

これらの対応としては、内部又は外部用の個人情報

保護ポリシーを準備し、従業員に提供し、必要に応じ

て外部からの問い合わせに対して提供することが考え

られます。また、実際に運用する従業員が、ポリシーの

内容や運用方法を十分に理解して業務を行うことが大

切ですので、ポリシーの伝達の一環として、従業員に対

し、PDPA下での義務をどのように遵守すれば良いのか

について、従業員の教育（セミナー等を利用したトレー

ニング）を行うこともお奨めしています。

さらに、事業体は、PDPAを遵守するために、1名以上

の個人情報保護責任者を選任し、当該個人情報保護

責任者のビジネス上の連絡先に関する情報を公表する

必要があります。個人情報保護責任者の個人名自体を

公表する必要はなく、当該責任者がシンガポールに常

駐している必要もありませんが、ビジネス上の連絡先は、

シンガポールの電話番号であり、シンガポールの営業

時間内に連絡がつくものであることが求められます。

特 集 :  シンガポール 個人情 報保護法 Q& A
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義 務 違反の場 合の罰則

Personal Deta Protection Commission（個人情報保護

委員会）（以下「PDPC」といいます。）は、違反により影響

を受けた個人からの苦情を受けて、又は職権で、PDPA

違反について調査をすることができます。

調査の結果、PDPCは違反事業体に対し、主に以下

を行う権限を持ちます。

•　是正勧告

•　PDPAに違反して取得した個人情報の破棄を

   するよう指導 

•　事業体に100万シンガポールドル以下の制裁

   金を課す

また、違反により影響を受けた個人は、被った損失

や損害に関して、別途民事訴訟を提起することができ

ます。さらに、権限無く他人の個人情報にアクセス要求

をすることや、PDPCの調査時における虚偽の供述等の

PDPA違反行為は、刑事罰を構成し、個人が罰金や禁

固刑に課せられる可能性もあります。

PDPCは、苦情ベースで調査を行うことを示唆してお

り、これによれば、事業体のPDPA遵守状況について定

期的に抜き打ち検査的な調査が行われる可能性は低

いと考えられます。もっとも、先だって施行されたDNC登

録規制に関するPDPCの執行状況をみると、違反企業に

対しては、事業体のみならず役員も法的責任が問われ

る厳しい結果となっていますので、今後、個人情報保護

規定に関する執行においても、同様の厳しい対応がと

られることが予想されます。したがって、各事業体として

は、個人情報を取得している個人から苦情が生じたり、

管理体制に問題があると指摘されることがないよう、ポリ

シーの構築や実行方法について、再確認をし、遵守体

制を構築する必要があります。

FAQ

個人情報保護法の概要をご説明しましたが、個人情

報保護体制を作り上げる過程で、よくご質問を受ける内

容について、以下、Q＆A方式でご説明いたします。

【ビジネス上の連絡先に関する情報】

Q：　名刺の情報など「Business contact information」

（「ビジネス上の連絡先に関する情報」）は、PDPAにおけ

る「個人情報」には該当しないと聞いたのですが本当で

すか？

A：　職場の電話番号や職場の住所等の情報も、その情

報によって個人が特定される限り、「個人情報」には該

当します。しかし、「ビジネス上の連絡先に関する情報」

は、PDPAの適用対象外であり、PDPAにおける個人情

報保護規定は適用されません。

「ビジネス上の連絡先に関する情報」とは、「個人の名

前、肩書き、役職名、職場の電話番号、職場の住所、職

場のメールアドレス、職場のファックス番号その他類似

の個人に関する情報で、個人が単に個人の目的のため

だけに提供していないもの」と定義されています。

つまり、名刺に記載がある職場の連絡先情報が、い

つでも「ビジネス上の連絡先に関する情報」としてPDPA

の対象外になるわけではなく、PDPAの適用対象外にな

る「ビジネス上の連絡先に関する情報」に該当するかは、

当該連絡先が提供された目的によって決まることになります。

例えば、取引先との会議で提供した名刺は、ビジネ

ス目的で提供されており、単に個人の目的のためだけ

に提供しているわけではないので、「ビジネス上の連絡

先に関する情報」としてPDPAの適用対象外となり、当該

情報の取得、利用、開示をする際に当該個人の同意を

取得する必要がありません。他方で、ジムの会員になる

ために、ジムの受付で名刺を提供した場合には、提供

目的がビジネスではなく単に個人の目的のためなので、

提供された名刺の情報も個人情報として、PDPAの適用

を受けることになります。当該情報を取得した、ジムの運

営事業体は、当該情報を取得、利用、開示する場合に

は、原則として当該個人の同意を取得する必要があるこ

とになります。 



5

【シンガポール国外の事業体】

Q:　PDPAは、シンガポール国外の事業体にも適用され

ますか？

A:　はい、適用されます。

PDPAは、シンガポールで個人情報を取得、利用、開

示する全ての事業体に適用されます。当該事業体が法

人格を有しているか、シンガポール法人かどうかや、シ

ンガポールに事務所があるかどうかは問いません。

したがって、シンガポール国外の事業体も、もし当該

事業体がシンガポールで個人情報を取得、利用、開示

する場合には、PDPAを遵守しなければなりません。

【分野別の規制】

Q:　特定の分野の事業を行う事業体を対象とする規制

や方針がありますか？

A:　はい。本執筆時点で、PDPCは以下の分野に対し

て、分野別助言ガイドラインを発行しています。

・電気通信分野（テレコミュニケーション分野）

・不動産仲介分野

さらに、以下の分野について、助言ガイドラインの草

案が発行され、本稿執筆時点で公開審議中です。

・教育

・ヘルスケア

・社会福祉事業

ガイドラインであるため、法的拘束力はありません

が、PDPCがどのような個人情報保護対応を各事業体に

求めているか、各事業分野において何が「合理的な」措

置かを確認するのに役立ちますので、当該分野の事業

に従事する会員様は、上記ガイドラインの発行状況を注

視し、これに沿った対応をすることをお奨めします。

また、PDPAは、個人情報や他の秘密情報の保護の

ために、既存の分野別の法律や規制枠組み（例えば銀

行や証券分野等）を覆すものではありません。PDPAは

あくまでも基本法であり、PDPAと他の特別法に齟齬が

生じた場合には、他の特別法がPDPAに優先することに

なります。

【同意取得義務】

Q:　事業体は、個人情報の取得、利用、開示をする場

合に、どのような方法で同意を取得すればよいのでしょ

うか？

A: 同意は、事業体が、当該個人情報を取得、利用、開

示する目的について個人に通知し、個人が当該目的の

ために同意の意思表示をした場合にのみ有効となりま

す。

同意は、様々な方式により取得することができます

が、事業体は、出来る限り書面による同意を取得すべき

です。書面による同意は、記録として保管することがで

き、将来的に同意取得の証拠となり得ます。事業体は、

個人から口頭で同意を取得することもできますが、もし

口頭同意について、何も証拠が無い場合、将来的に

同意がなされたことを証明することは非常に難しくなりま

す。そのため、事業体は、口頭で同意を取得するときに

は、従業員に、同意取得の日時、内容、目的について

記録をとるよう指導することが推奨されます。

Q:　同意取得の際には、明示の同意取得が必要です

か？みなし同意が認められる場合はどのような場合です

か？

A: 前述したのは、個人から明示の同意が取得できる場

合ですが、個人情報の取得、利用、開示に際して、以下

の場合には、明示の同意がなくても、同意があるとみな

すことができます。

①　個人が目的を認識した上で、自発的に個人情

　報を事業体に提供し、かつ

②　当該個人がそうすることが合理的であるといえ

　る場合

例えば、店頭で会計の際にクレジットカードを提示す

る行為はこれにあたります。商品を購入するという目的を

認識した上で、個人が自発的にクレジットカード情報を

提供し、そのような振る舞いは一般的に合理的だと考え

られます。したがって、クレジットカード情報の取得、利

用について、明示の同意を取得（「このクレジットカード

情報を決済のために取得利用することに同意しますか」

「はい、同意します」というやり取り）をしなくても、店舗側

特 集 :  シンガポール 個人情 報保護法 Q& A
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は当該個人情報を取得利用することができます。

個人情報を個人から直接取得するのではなく、第三

者である事業体から取得する場合（例えば、就職希望

者の情報をリクルーティング会社から取得する場合等）、

事業体が個人から直接、同意取得を得ることは困難で

す。このような場合、事業体は、以下の場合には、個人

の直接の同意を得ずに、当該第三者から、個人情報を

取得することができます。

①　第三者事業体が個人情報の取得、利用、開示

　について有効に同意を与えることができる場合

②　個人が、第三者事業体に対して、当該個人の

　個人情報を開示することについて同意又はみ

　なしの同意を与えている場合

事業体は、上記第三者事業体から個人の個人情報

を取得する場合には、①又は②に該当することについ

て、当該第三者事業体に確認をすることが推奨されま

す。

Q:　事業体は、現在雇用中の従業員から、彼らの個人

情報を取得、利用、開示することについて、改めて同意

を取得する必要がありますか？

A:　前提として、事業体は、2014年7月2日より前に取得

した個人情報については、同意の撤回がなされたり個

人が同意をしないと表明する場合を除き、当該個人情

報が取得されたときと同じ目的の範囲で、新たに同意を

取得することなく、引き続き利用、開示をすることができ

ます。

施行日後に、事業体が、従業員の個人情報を取得、

利用、開示する場合には、原則として当該目的を従業

員に通知し、事前の同意を取得しなければなりません。

しかしながら、同意取得義務にはいくつかの例外があ

り、以下の場合には、従業員から同意を取得せずに当

該従業員の個人情報を取得、利用、開示することができ

ます。

①　従業員と事業体の間の雇用関係の維持又は

　終了目的のために合理的な場合

②　評価目的のために必要な場合（昇進に関する

　適性や資質を判断する場合を含む）

③　個人情報が個人の雇用、業務、専門の課程

　で当該目的のために作成された書類に含まれ

　ており、当該書類が当該目的と一致した目的の

　ために取得された場合

上記例外の範囲を超える場合には、みなし同意が適

用される場合で無い限り、基本的に従業員に事前に目

的を通知した上で、個人情報の取得、利用、開示につ

いて同意を取得する必要があることは、前述のとおりで

す。

一般的に、PDPAで同意取得をしないで個人情報

の取得、利用、開示ができる場合、事業体は目的につ

いても通知義務を負いません。もっとも、上記①の場合

は、例外として、依然として事業体は従業員に目的の通

知をする義務を負います。したがって、既存従業員につ

いて、上記①に該当することを理由に、同意の取得が必

要ないと判断される場合も、施行日後は個人情報取得、

利用、開示の目的通知義務は生じますので、従業員に

対してこれらの通知を行う必要があります。

【情報仲介者】

Q:　情報仲介者とはどのような人のことですか？

A:　「Data Intermediary」（情報仲介者）とは、他の事業体

のために個人情報を取り扱う事業体をいいます。

この場合の「取り扱う」とは、個人情報に関する作業

を実行することと定義され、記録、保持、変更、回復、結

合、送信、消去又は廃棄を含みます。

Q:　日本本社との関係で、シンガポール子会社や駐在

員事務所を、情報仲介者とみなすことはできますか？

A:　シンガポール子会社や支店、駐在員事務所が、日

本本社のために（代理として）個人情報を取り扱う場合

には、提供するサービスの性質によっては、情報仲介者

に該当すると考える余地があります。

Q:　その場合、PDPA下で情報仲介者は、どのような義

務を負いますか？

A:　情報仲介者は、書面による契約に基づき、他の事業

体のために、又は他の事業体の目的遂行として個人情
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報を取り扱う場合、PDPA下における個人情報の「保護」

及び「保持」に関する義務のみを負います。本稿「各事

業体の義務」でご説明したその他の個人情報保護に関

する義務については、全て、情報仲介を依頼した主事

業体が負うことになります。

【保護義務】

Q:　保護義務とは何ですか？

A:　保護義務とは、事業体が、当該事業体が保持し、又

は管理する個人情報を、権限のないアクセス、取得、利

用、開示、復元、変更、廃棄その他類似のリスクから守る

ために、事業体に「合理的な安全保護措置」をとることを

義務つけるものです。

この点、PDPCは、この安全保護措置について、一

つの決まった方法は存在しないと明言しています。とい

うのは、何が「合理的な」安全保護措置なのかは、当該

事業体が取得している個人情報の性質、取得された形

態、その他もし権限のないアクセスや変更、廃棄が行わ

れた場合に起こり得る影響を考慮して柔軟に判断する

必要があるからです。

安全保護措置については、管理上の安全措置（従業

員に守秘義務を遵守させること、従業員教育等）、物理

的安全措置（物理的にどこにどのように情報を保管して

管理するのか）、技術的安全措置（セキュリティ手段とし

て技術的にどのような方法をとるか）又はこれらの措置を

組み合わせた複合的な措置があってよいと考えられて

おり、各事業体が取得する個人情報の性質や業界にお

けるスタンダード等を考慮のうえ、判断することが必要で

す。

【保持義務】

Q:　保持制限義務とは何ですか。いつまで、個人情報を

保持すべきか、期限に決まりはありますか？

A:　事業体は、無期限に個人情報を保持し続けることは

できません。事業体は、(a)個人情報の保持が、個人情

報が取得された際の目的にもはや資することがなくなり、

かつ（ｂ）保持が法的又は事業目的のためにもはや必要

ないと合理的に判断される場合には、個人情報を含む

文書の保持をやめなければなりません。

PDPAは、個人情報の保持について、特定の保持期

間を規定していません。各事業体は、当該事業体の個

人情報の保持目的と、上記（a）（b）を考慮のうえ、「合理

的な」期間、当該個人情報を保持することができます。

事業体は、業界におけるスタンダードや、従前運用して

いる文書管理規則（あれば）を参考に、どのくらいの期

間文書や他の個人情報を含む資料を保持するかを検

討することが推奨されます。

事業体が保持し、管理する個人情報について、事業

体は潜在的な義務を負い、個人からのアクセスや訂正

要求がある場合には、対応する義務がありますので、

（a）（b）の目的を達した個人情報については出来る限り

早く処分することをお奨めしています。

【監視カメラ】

Q:　会社の事務所では、監視カメラを使用しています。

監視カメラで撮影した個人の映像も個人情報保護法の

対象となりますか？

A:　「個人情報」とは、前述のとおり「当該情報又は当該

情報及びその事業体が保有している若しくはアクセスし

得るその他の情報を用いて、特定することができる個人

に関する情報」を意味します。したがって、監視カメラの

情報も、当該情報によって、個人が特定できる限りにお

いて、PDPAで保護すべき個人情報に該当することにな

ります。

つまり、事業体は、当該事業体の敷地内において監

視カメラを利用して、個人の映像を取得、利用、開示す

ることについて、当該個人の同意を取得しなければなり

ません。PDPCの見解によれば、当該義務は、訪問者、

従業員その他の個人に対して、特定の目的で監視カメ

ラを設置して作動させていることについて、通知をする

ことによって、満たすことができます。事業体は、一般的

に、当該通知を、入口や人目につく場所に設置する必

要があります。

もっとも、PDPAにおける同意取得義務の例外に該

当する場合には、監視カメラによる個人情報の取得、利

用、開示について、同意を取得する必要はありません。

例えば、当該個人情報が既に公に公開されている場合

や、調査やその他法的手続きのために必要な場合等が

これにあたります。

特 集 :  シンガポール 個人情 報保護法 Q& A
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【本社との情報共有】

Q:　シンガポールで取得した個人情報を、日本本社と

共有する場合、個人情報の海外移転規制に該当します

か？

A:　はい、該当します。一般的に、シンガポールで取得

した個人情報をシンガポール国外に移転する前に、移

転する事業体は、受領する事業体が、「PDPAにおける

保護と少なくとも同等の保護基準で」個人情報を保護す

るよう「法的に執行可能な義務」を負っていることを確認

しなければなりません。

これについて、個人情報保護法規則2014は、「法的

に執行可能な義務」には、適用法令、契約、執行力ある

社内規則、その他法的に拘束力ある方法が含まれると

規定しています。実質的には、適用法令（外国法）が、

シンガポールPDPAにおける保護と少なくとも同等の保

護基準を満たしているか否かを明確に断言することは困

難な場合が多いため、契約又は拘束力のある社内規則

により対応をすることになると考えられます。

PDPCは、具体的に以下のとおり対応することが望ま

しいと規定しています。

•　国外の第三者企業への移転　–　契約の締結

•　同企業グループ間の国外移転　–　拘束力

   ある社内規定の策定

したがって、日本本社やその他シンガポール国外の

関係会社と、シンガポールで取得した個人情報を共有

する場合、拘束力のあるグループ会社規則を策定する

ことを推奨します。拘束力ある社内規則は、技術的に

は、契約とは同等ではありませんが、移転される個人情

報を適切に保護する目的において、法的に拘束力ある

手段として、許容されています。

さらに、同規則は、上記以外に国外移転制限義務を

満たす場合について例示をしています。例えば、（a）個

人が、当該移転される個人情報が、PDPAと同等の保護

基準によって保護されることについて合理的な説明を受

けた後で、当該移転について同意をした場合、又は、

（b）当該移転が個人と移転事業体間の契約を実行する

ために必要な場合がこれに該当します。もっとも、（a）当

該「移転される個人情報がPDPAと同等の保護基準に

よって保護されることについて合理的な説明」が実質的

に可能かは疑問な場合もありますし、（b）契約実行のた

めに必要かどうかについては常に解釈の問題が生じま

す。したがって、これらの例外規定を採用することには

慎重を期し、基本的には、上記契約の締結又は拘束力

ある社内規則の策定により対応することが望ましいと考

えられます。

おわりに

上記のとおり、本稿では、既に先月7月2日に完全施

行された個人情報保護法について、概要をQ&A方式で

ご説明しました。既に施行に先立ってご対応済みの会

員様も多いかと思いますが、本稿の情報が新しい法律

への理解を深める一助になれば幸いです。

なお、本稿は、Lim Chong Kin弁護士の執筆物をベー

スに、私が日本法弁護士の観点から追加説明を加えて

おります。一部日本法への言及等、私個人の見解を含

むものである点、ご了承下さい。

執筆者氏名

Lim	Chong	K in（リム・チョンキン）

経			歴

Nat iona l 	 Un ivers i ty 	 of 	 S ingaporeの法学部を優等学位で

卒業後、同大学の大学院にてLL .M .を取得。シンガポール法

弁護士資格（1 9 9 6年登録）ほか、英国法の事務弁護士資格

（1999年登録）を有する。現在はDrew	 &	 Nap ier法律事務所の

Di rec to rとして「テレコム、メディア、テクノロジー」、「競争法と

規制業務」、「個人情報保護法」等の分野を専門に担当。弁護

士としての助言、執筆活動ほか、監督機関への助言や代理も

多い。趣味は旅行とゴルフ。BESTローカル料理についてのこだ

わりはなかなかのもの。

執筆者氏名

金丸　絢子（かなまる　あやこ）

経			歴

日本法弁護士（2006年登録）。慶応義塾大学法学部卒業後、

現在は弁護士法人大江橋法律事務所東京事務所に所属。取

扱分野は、一般企業法務、企業再編・M&A、人事労務、新興国

（ASEAN等）への進出サポート。2010年大手都市銀行に一年

間の出向を経て、2013年Univers i ty 	of 	Ca l i forn ia , 	Berke ley ,	

Schoo l 	 o f 	 Law	 (LL .M. ) 	を卒業し、2014年ニューヨーク州弁護

士登録。2013年8月より、Drew	 &	 Nap ier 	法律事務所ジャパン

デスクで勤務中。趣味は、旅行、テニス、ゴルフ。

特 集 :  シンガポール 個人情 報保護法 Q& A
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特　集

ヘ ルスケ アー・イノベ ー ション も
マジュラ・シ ン ガ プ ー ラ
Kimur a & assoCiates pte LtD
maNagiNg DireC tor

木村　浩

はじめに

現在グローバル医薬品市場は、エマージング・

エリアでの成長並びに拡大が予想される市場とし

てグローバル・ビッグ・ファーマ各社は積極的に事

業展開を実施している。日本国内でも昨年６月に

「日本再興戦略」が示されて、ヘルスケアー分野

では「健康・医療戦略」と「医薬品産業ビジョン」も

含まれました。更に去る６月２４日に「日本再興戦

略」（骨太方針）も閣議決定され、医療分野では、

成長戦略に新たな「保険外併用療養費制度」の

創設や医療介護のICT化も含まれました。そして

医療戦略でも海外進出も含まれています。

日本の医薬品産業が何故グローバル化に遅れ

を取ったのかを私自身長いアジアでの医薬品事

業展開経験者として一言でいえば、日本の医薬

品市場は世界で米国についで２番目の市場であ

り、（間もなく中国に追い抜かれる）日本の製薬企

業は、何も海外進出をしなくても世界第２位の医

薬品市場である日本という国内だけでの事業展

開で十分に間に合っていた。同時に戦後の国民

皆保険制度のお陰もあった。この日本固有の環

境であったのでグローバルに事業展開に対応す

る必要性も無かったというよりも将来の海外事業

展開が出来るように体力をつけていたのかも知れ

ません。本レポートでは、若い国のシンガポール

が何故バイオ・ファーマの中心国になってきたか

を医薬品業界の特性をいれて記します。

医 薬品産 業でのテクノロジー用語の多さ

お そ ら く 、 医 薬 品 事 業 に 従 事 さ れ て お ら れ な

い 方 々 に と っ て 時 々 新 聞 等 の マ ス コ ミ を 通 じ て

GxP ,GxP ,GｘP等（xには、M、C、S等が入る）を

目にされた方々が多いと思います。医薬品事業

展 開 に は R & D か ら 始 ま っ て 販 売 以 降 の ポ ス ト ・

マーケティングまで多くの規範が決められていま

す。

日 本 の 製 薬 産 業 に と っ て 、 私 の 個 人 的 見 解

で す が 、 第 一 次 の 黒 船 が 来 た の が 、 昭 和 ４ ０ 年

代 の G M P の 導 入 で し た 。 G M P と は 、 １ ９ ６ ３ 年 に

米 国 で 法 制 化 さ れ そ の 後 W H O が 加 盟 各 国 で

の 医 薬 品 製 造 に 関 し て 策 定 し た 規 範 で 、 G o o d 

Manufactur ing Pract ices（医薬品製造規範）の

頭を取ってGMPと称しています。

昭和４０年代に日本国内に医薬品製造会社数

は大中小を含めて７千社近くもあったのがGMP施

行後に各社はGMPの対応の為に追加投資が必

要になり、追加投資が出来ない企業は廃業また

は合併や大手に吸収されたりして平成１２年には

日本国内での製薬企業総数は１，１２３社までに

減少し、平成１７年にはついに９７２社となり平成２

３年現在で日本国内での製薬企業総数は３４１社

まで減少しています。ちなみに紙面の関係で詳細

は省略しますがGCPは適正臨床規範、GSPは適

正サプライ規範の略号です。米国ではcGMP（小文

字のcはCurrentの略）としてFDAが規定していま

す。医薬品業界のみならず医療機器・用具業界

並びに食品業界も米国への輸出ではcGMPに準

拠していなければなりません。
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シンガポールは、ヘルス関連 産 業で 先 進国

ご承知の如くシンガポールは建国されてから来

年で５０周年になる若い国であり、建国時に初代

首相を含めて当時の多くの官僚は、小さい国家を

どのような国にすべきかと真剣に取り組み、世界

中で他国の良い点を研究して取り組みました。例

えば、戦後の日本での公団住宅のモデルを研究

して、日本の公団住宅の欠点を修正した上で当

国の多くの国民が居住しているHDBの誕生から

始まり、医療政策、教育政策、産業政策、金融政

策等を多民族国家として最適解の方式を考えて、

その上で国民全てに機会均等である事を第一義

にして成り立っています。医療政策面でも、日本

と異なり、全てのシンガポール国籍保有者と永住

許可保有者全てが平等で責任を分かち合える医

療制度を確立しています。この詳細は、一般財団

法 人 自 治 体 国 際 化 協 会 が 去 る ４ 月 １ ７ 日 に 発 行

したCLAIR REPORT No.398「医療制度と医療

ツーリズムにみるシンガポールの戦略」（総ペー

ジ数４６頁）webmaster@cla i r .or . jpをご参照下さ

い。私の長い医薬品業界での経験でもこれだけ

正確に且つ詳細に纏められたレポートは他には

ありません。医療ツーリズムでも隣国マレーシア・

タイも記載されています。

さて現在のバイオ・ファーマ産業を重要な産業

としているシンガポールは、世界中の企業誘致に

何が必要なのかを詳細に調査していち早く先進

諸国での制度で必須な条件（グローバル・スタン

ダード）を取り入れました。行政面では保健省に

あ っ た 医 薬 品 ・ 医 療 機 器 ・ 食 品 等 の 許 認 可 を 担

当 し て い た 部 門 を 独 立 さ せ た 独 立 行 政 機 構 と し

てHSAを２００３年に発足させました。日本では２

００４年にPMDA（医薬品・医療機器審査機構）と

して誕生しましたが２００８年に現在の近藤理事長

（元国立医療センター病院長）がレギュレタリー・

サイエンス部門を強化してから漸く機能として米

国 F D A 同 様 に な り ま し た 。 医 薬 品 の 輸 出 に 関 し

ては既に欧州では、加盟国内で医薬品の輸出を

する場合に輸入先の行政機関より輸出国の製造

企 業 を 査 察 し て い た の を 共 通 の 査 察 内 容 と し 、

輸出国・輸入国での行政機関が代行する制度を

作 り 上 げ て い ま し た 。 こ の 相 互 認 証 制 度 を P I C /

S と 称 し て い ま す 。 P I C / S は 、 P h a r m a c e u t i c a l 

Inspect ion Convention(PIC-医薬品査察協定)

として１９７０年１０月にEFTA (Eu r o p e a n　F r e e 

T r a d e 　 A s s o c i a t i o n ) の １ ０ カ 国 で 査 察 協 定 が

締結されてからその後順次に各国が加盟してい

ます。同様にPharmaceutical  Inspect ion Co-

operation　Scheme(PICS-医薬品査察協同スキー

ム)も策定されて、この二つで各国政府や査察機

関でのGMP基準並びに品質システムの調和をは

かり現在ではこのPIC/SのGMPが世界基準になって

います。

このPIC/Sにアジアで最初に加盟承認された

のがシンガポールです。（２０００年１月）その後マ

レーシアが２００２年１月、インドネシアが２０１２年

７月、台湾が２０１３年１月と加盟承認を受けまし

た。そして本年５月にイタリアで開催されたPIC/S

委員会総会で日本のPIC/Sへの加盟が４５番目

の国として加盟承認国になりました。本年７月１日

以 降 日 本 の 製 薬 企 業 はPI C / S 　 G MPガイ ド ライ

ンに適合している事が求められています。私の個

人的見解ですが、これが第二次黒船と称していま

す。PIC/Sに加盟する為には加盟申請国の行政

機関のみならず医薬品業界もその対応が必要に

なってきます。昨年加盟した台湾のケースでも加

盟申請をしたのが２０１０年１月です。つまり加盟

承認を受けるまでにPIC/Sからの現地査察もあり

全てをクリアする必要があり台湾でも３年かかって

いました。

PIC/Sに加盟申請をした国に対してPIC/Sより

事前査察が書面のみならず現地視察も数回あり、

日本の場合のPIC/S査察チームの団長国はスウ

ェーデン、そして査察チームにはシンガポールも

メンバーとして昨年の４月１５日～２２日と９月９日～

１３日の２回訪日をして厚労省・PMDA・都道府県

薬事課等を実地調査して漸く加盟国として承認さ

れました。安倍政権での成長戦略にもタイミング

も良くこれから日本の製薬企業の海外輸出比率も

高まると思います。ちなみに現在は医薬品も医療

機械も全て日本は輸入超過産業になっています。
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これで、もう皆さんもご承知の如く、トアスの西

側に何故世界のビッグ・ファーマの工場（GSK・フ

ァイザー・アボット等）が多くあるのかご理解できる

かと思います。GSK社の片頭痛治療薬の原薬工

場はシンガポールだけにありシンガポールから世

界中のGSK社の工場へ輸出されています。つまり

シンガポールで生産した原薬であれ最終製品で

あれPIC/S加盟国（現時点で４６カ国）への輸出も

可能となっています。製薬工場がシンガポールに

設立するメリットは、シンガポールにある石油化学

産業が既に確立をしており精製時に出来る多くの

医薬品製造で使用されるケミカルがバイプロダク

トとして取得できています。これらを利用出来るメ

リットもあります。

GMPが 他国へ 与えた影 響

米 国 F D A は イ ン ド の ジ ェ ネ リ ッ ク 大 手 製 薬 企

業 （ R a n b a x y , S u n 　 P h a r m , L u p i n , D r . R e a d y , 

Wo r kh a r d t等）のインド国内医薬品製造工場品

で米国へ輸出している工場を過去数年かけて査

察して生産工場でGMP基準に合致していない点

を確認し、GMPが改善されるまでインド国内工場

での生産品目全てを米国への輸出禁止処置とし

ました。本年２月には、米国FDAのマーガレット長

官自らインドに乗り込みインド政府関係官庁に対

して品質面での向上を目指してGMP適応企業へ

の脱皮を図るように要請しました。米国医薬品市

場でのインド製のジェネリック・OTC医薬品のシェ

アは４０％もあり、米国への輸出禁止処置でインド

の大手製薬企業の財務も悪化しています。本年３

月末でのインドから米国への医薬品輸出は１５０

憶ドル（対前年比―２，６％）、２年前は＋２３％で

した。インドの大手製薬企業は、米国国内にも生

産工場を保有していますが、製品の原薬工場は

インド国内にあり、これらの工場もGMP違反となっ

ており輸出が出来ません。インド以外にGMP基準

に合致していない製薬企業が多い国として中国も

あり、米国FDAでは査察業務での専門官を駐在

させる為にインドと中国の両国には出先機関を設

置しています。

製 薬企業としての課 題

医薬品業界で現在の課題は「アフォーダブル・

プライス」「TPP交渉での知的工業所有権」「カウ

ンターフェイト」等沢山の課題があります。その中

で、紙面の都合で「アフォーダブル・プライス」に

関して触れてみます。最近米国の製薬企業が開

発して販売されたC型肝炎として初めての治療薬

があります。１錠千米ドルで治療が完治（治癒率９

０％）するまでの投与期間は２週間で総額８万４千

米ドルもかかる画期的製品です。しかも上市数カ

月で米国では既に３万人ちかくが投与を受けてそ

の販売額が２３億ドルと超ベスト・セラー品になっ

ています。この薬剤はドイツでは６万６千米ドル、

英国で５万７千ドルそして日本でも現在申請を開

始しておりこの薬価がいくらかになるかは現時点

で不明です。日本で同社が許可取得後に薬価が

算 定 さ れ ま す が 、 日 本 の 場 合 に は 自 己 負 担 が ３

割で、薬価がどれくらいになるかは不明ですが相

当な金額が患者さんの自己負担になるかも知れ

ません。米国ではC型肝炎の患者さんは３００万

人もいます。この高薬価が、米国でのMedicade（

高齢者・障害者医療保険制度）とMedicare（低所

得者向け医療援助制度）並びに保険会社に財政

上 の 圧 迫 を 発 生 さ せ て い ま す 。 米 国 で は 、 オ バ

マ・ケアとしてオバマ大統領が２０１０年３月に医

療保険改革法が成立して昨年の１０月から全国民

に保険登録の受付を開始しています。米国国民

のみならず、米国での日本人駐在員並びに家族

も加入しなければなりません。このような高価格の

医薬品は、エマージング・エリアでの患者さんの

大多数は使用できません。グロ－バル製薬企業

は、製薬企業の使命として欧米日でも発売されて

いる医薬品も、エマージング・エリアに対してその

国の現状に合わせた価格で提供をし始めていま

す。正確な年度は失念しましたが、確か７～８年

前にGSK社のCEOがシンガポールに来て、エマージ

ング・エリアでの同社の医薬品販売価格を、その

国の実情に合わせて提供する「アフォーダブル・

プライス宣言」をしました。そしてCEOはシンガポー

ルからマニラに移動して当時のアロヨ大統領と面

特 集 :  ヘルスケアー・イノベーションもマジュラ・シンガプーラ
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談して、GSK社がフィリピンで販売していた製品

の売価を半値にする宣言をしました。普通の経営

者ですと製品売価を半値にしたら当然売上高が

ダウンすると危惧をされますが、同社のフィリピン

現地法人のトップ・ラインとボトム・ラインも大幅に

上昇しました。これは、従来同社製品の価格が高

くて限られた所得層しか使用できなかったのが半

値にした為に多くの中小所得階層の国民も利用

出来るようになったからです。現在では、日本のメーカー

でもエーザイはインドで欧米日で販売している乳

がん治療剤をインドでの上市で、アフォーダブル・

プライスで患者さんに提供しています。今後、製

薬企業のエマージング・エリアでは、この手法が

多く取られると予想されます。

シンガポール 進出日系 製 薬企業

シ ン ガ ポ ー ル の 歴 史 で 、 皆 さ ま も 日 本 人 会 発

行 「 戦 前 シ ン ガ ポ ー ル の 日 本 人 社 会 」 で お 読 み

になられた方々も多いと思いますが、大正時代に

既に現在のブギス・エリアのミドルロード、ビクトリ

アロ－ド、ビーチロードに日本人街もあり、私が現

在、ボランティアとして理事を務めている「シンガ

ポール・リリック・オペラ」（年２回エスぺラナーデ

でオペラ公演中）の本部が入っている「スタンフォー

ド・アート・センター」は１９２１年に日本人学校と

して建設されて、今でも当時のままです。歯科医

院・旅館・料亭から始まって商店街もありも既に薬

種商店(薬局)も存在していました。日本の製薬企

業でも社歴が長い会社で当時の社名で武田長兵

衛商店（武田薬品）、藤沢友吉商店（アステラス製

薬）、塩野義商店（塩野義製薬）、田辺元三郎商

店（田辺三菱製薬）、久光兄弟合名会社（久光製

薬）、山田安民薬房（ロート製薬）等の製品もそれ

らの薬店で販売されていました。現在では、シン

ガポールに進出して現地法人または駐在員事務

所を開設している医薬品事業会社は、エーザイ、

武田薬品、中外製薬、大日本住友製薬、協和キリ

ン、旭化成、大鵬薬品、アステラス、塩野義製薬、

佐藤製薬、久光製薬、興和、３Dマトリックス他等

が事業展開をしていますが、シンガポールはアセ

ア ン 加 盟 国 で も 中 心 国 で あ り 、 進 出 各 社 の 機 能

も、シンガポール市場だけの販売機能、シンガポー

ルとマレーシアだけでの販売機能、アジア太平洋

州で の 戦略立案機能、日本を 除くアジ アで の 臨

床治験機能、研究開発機能、統括機能等多岐に

亘っていますが、アセアン以外にもインド・オース

トラリア等もカバーしている会社もあります。

シンガポールのGICも日本の製薬企業の株を

保有していて、各社のIR説明会にも積極的に参

加しています。GICのバイオ・ファーマ・グループ

には製薬業界に籍をおいていたスタッフもおり、

各社のIR説明会にはR&Dでの各開発品のステー

ジに関して詳細な質問をしています。同時にそれ

ら の 情 報 も E D B や A * S T A R と も 共 有 化 さ れ て お

り、各社の新規化合物資での段階で各社にアプ

ローチをしてシンガポールでの生産を打診し始め

ます。同時にR&Dでの本格研究所の誘致活動に

も非常に積極的です。

日系 製 薬企業の世界的な貢献

日系製薬企業各社も世界の非営利財団と連携

して「顧みられない疾病」の新薬開発を担当して

い ま す 。 昨 年 で 設 立 し て １ ０ 周 年 を 迎 え た D N D i

は既に６種類の治療薬を上市に導きエーザイ（２

００９年９月より加盟）・アステラス（２０１２年６月か

ら加盟）の２社が欧米のビッグ・ファーマ企業と一

緒 に 参 加 し て い ま す 。 「 顧 み ら れ な い 疾 病 」 と は

熱帯性特殊疾病薬や結核治療薬等です。DNDi

は、Drugs for Neglected Diseases in it iat iveの

略号で２００３年７月にスイスで設立された非営利

財団です。

日 本 国 内 で も 官 （ 外 務 省 ・ 厚 労 省 ） 民 （ ア ス テ

ラ ス・第一三共・エーザイ・塩野義・武田薬品の５

社）並 び に ビ ル ＆ メ リ ン ダ ・ ゲ イ ツ 財 団 と の 共 同

で一般社団法人「グローバルヘルス技術振興基

金」（Global  Health Innovat ive Technology 

Fund・GHITF）が２０１２年１１月に設立されて開

発発展国での感染症予防薬の製品開発に取り組

んでいます。
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おわりに

シンガポールの国歌（マジュラ・シンガプーラ）

は、バハサ・マレーですが、英語訳も以下の如く

公式に決められています。

Come, fe l low Singaporeans. Let us progress 

towards happiness together

May our noble aspirat ion br ing Singapore 

Success

Come, let us unite.  In a new spir i t  together 

we procla im

Onward Singapore Onward Singapore

シンガポールのヘルスケアー制度から始まりバ

イオ・ファーマ立国にいたるまでいみじくも国家の

マジュラ・シンガプーラ（Onward Singapore）[進

めシンガポール]を実践しています。シンガポール

も日本同様に高齢化社会に突入しようとして着実

に対応を進めています。例えば、リーシェンロン

首相が発表した建国時の国民で生存者の４９万

人をパイオニア国民として特別給付制度を発表し

ました。先日、Society for The Aged Sickのナー

シング・ホーム（８階建ての明るい建物で現在入

居者３００名で更に１００名を収容できるように増

築中。）を視察しました。シンガポールには同様な

施設が６０ヶ所もあり、政府系施設と民間施設と丁

度半々の比率で民間施設には政府が運営費の６

０％を補助して、残りの４０％はチャリティーや個

人 の 寄 付 で 運 営 を し て い ま す 。 今 度 の 増 築 で も

シンガポール政府は５００万S$を補助します。入

居費用は無料になっています。入居者が病気に

なればTTSHが全て担当していて、その医療費は

TTSH財団が負担しています。入居者８名にたい

して１名のスタッフ（その全員の国籍がフィリピン・

ス リ ラ ン カ ・ ミ ャ ン マ ー 人 ス タ ッ フ 、 ２ 年 契 約 で 雇

用）が配置されていました。果たしてこのような施

設は日本にできるでしょうか？例えば、フィリピン

人やインドネシア人の看護師資格保有者で十分

な知識もあるのに日本での看護師資格取得の為

の試験・・しかも日本語で。一方、シンガポールで

特 集 :  ヘルスケアー・イノベーションもマジュラ・シンガプーラ

は、近隣諸国の外国人有資格者を採用していま

す。ナーシング・ホームでの高齢入居者は中国系

が多く、しかもその中国語も北京・広東・福建・潮

州等多岐に亘っており英語が理解出来ない高齢

者も多いですが、採用後に研修も実施して簡単な

中国語も理解できるようしています。

日本の医薬品産業や医療産業の国際化に向

けて日本固有の規制の撤廃をしなければ先には

進めません。安倍総理の規制改革面でもシンガ

ポールの経験知も参考にして先ず日本国内での

規制改革を期待して本稿を終了します。
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エグゼクティブサマリー

２０１４年２月２１日に２０１４年度シンガポール

予算案が発表されました。シンガポールの２０１３

年度の成長率は４．１％で３９億シンガポールドル

（１シンガポールドルは約８０円）の財政黒字（内

税収は５１１億シンガポールドル）で当初予想の２

４億シンガポールドルを大きく上回りました。２０１

４年度の成長率は２～４％と予想され、１２億シン

ガポールドルの財政赤字（内税収は５３１億シン

ガポールドル）と予想されています。今年度の予

算案は、２つのテーマを柱としています。その１つ

は経済の転換であり、もう１つは、社会的支援の

強化策として公正かつ公平な社会の構築です。こ

の２つのテーマを達成するため以下の税制改正

案が発表されました。

特　集

シ ン ガ ポ ー ル２０１４ 年 度 予 算 案 に お ける 税 制 改 正 案

Kpmg ser v ices p te.  Ltd .   g lobal  Japanese prac t ice
e xecutive Direc tor

 田宮　武夫

I . 経済の転 換

１．シンガポール政府は、この先１０年間さらに

はその後の将来を見据えて、高付加価値産業及

び良質な雇用がシンガポール人に創出されるよう

な経済の転換を実施する。２０１４年度予算案は、

シンガポール国家がその国民の所得増大を維持

することを可能とするための技術革新と潜在能力

をベースとした質の高い成長を目標として策定さ

れた。

（１）生産性・技術革新クレジット（PIC)スキーム

とは、以下の６つの適格活動に対して各適格活動

ご と に １ 賦 課 年 度 あ た り ４ ０ 万 シ ン ガ ポ ー ル ド ル

（または２０１３賦課年度から２０１５賦課年度まで

の３賦課年度にわたり各適格活動につき、通算１

２０万シンガポールドル）を限度として支出金額の

４００％の損金算入（または１賦課年度あたり１０万

シンガポールドルを限度としてその適格支出の６

０％の現金付与を選択可）が２０１１賦課年度から

２０１５賦課年度まで認められるスキームである。

これに加えて２０１３賦課年度から２０１５賦課年度

の期間に各賦課年度における適格支出が５千シ

ン ガ ポ ー ル ド ル を 超 え る 等 の 一 定 の 要 件 を 満 た

す場合は、３賦課年度通算で１５千シンガポール

ドルを限度として適格支出と同額が現金付与され

る。
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（ア）PIC対象となるIT及びオートメーション化　

　　　　設備の取得またはリース

（イ）研修

（ウ）知的財産権の取得またはその使用許諾の

　　　　取得

（エ）知的財産権の登録

（オ）認可されたデザインへの投資

（カ）研究開発

改正案では、各適格活動ごとに１賦課年度あた

り４０万シンガポールドル（または２０１６賦課年度

から２０１８賦課年度までの３賦課年度にわたり各

適格活動につき、通算１２０万シンガポールドル）

を限度とする支出金額の４００％の損金算入（また

は、１０万シンガポールドルを限度とした適格支出

の６０％の現金付与を選択可）の適用期限が２０１

８賦課年度まで延長された。また、現金付与の適

用要件の１つにシンガポール人または永住者を

最低３人雇用しなければならないという要件があ

るが、２０１６賦課年度からは本制度の適用を受け

る連続した３ヶ月の連続した期間において継続し

て雇用する必要がある。さらに一定の規模以下（

グループ全体の年間売り上げが１億シンガポール

ドル未満または従業員数が２００名未満）の中小

事業者（個人事業主、パートナーシップ、法人）に

対しては、２０１５賦課年度から２０１８賦課年度ま

での期間、１賦課年度あたり、各適格活動ごとの

支出限度額が、６０万シンガポールドル（または２

０１６賦課年度から２０１８賦課年度の通算支出限

度額が１８０万シンガポールドル）に増額される。

（２）試験研究開発費は、現行法では２０１５賦

課年度までに生じた適格研究開発費用（研究員

の人件費、研究のために要した消耗品費、委託

研究費、コストシェアリング研究費）(シンガポール

国内で行われるものに限る)に関してその支出額

（２０１８賦課年度までは、４００％損金算入対象支

出限度額を超過した金額）の１５０％の損金算入

が認められているが、その取り扱いが２０２５年ま

で延長される。また、EDB（経済開発庁）の認可を

受けた研究開発プロジェクトに関わる費用につい

てはその支出の２００％の損金算入が認められて

いるが、その取り扱いも２０２０年３月３１日まで延

長される。

（３）商業的価値のある企業秘密を含む知的財

産権の取得価額は、税法第１９B条に基づき５年

間の均等償却が認められている。また、メディア・

デジタルエンターテインメント事業を営む事業者

に対しては、ＥＤＢの承認を受けることで２年間で

の加速償却が認められている。その取り扱いが知

的財産権については２０２０賦課年度まで、またメ

ディア・デジタルエンターテインメントについては

２ ０ １ ８ 賦 課 年 度 ま で 延 長 さ れ る 。 改 正 点 に お い

て、顧客リストなどの顧客情報や作業工程が記さ

れた文書の取得は、税務上の償却対象となる知

的財産権に該当しないことが明確化された。

（４）適格知的財産権（特許権、商標権、デザイ

ン、植物品種）の登録費用は、税法第１４A条に基

づき損金算入が認められているが、その取り扱い

が２０２０賦課年度まで延長される。

（５）土地の有効活用に対する償却制度は、２０

１０年度の予算案で導入され、一定の要件（容積

率 基 準 、 当 該 建 物 や 構 築 物 の 少 な くと も 総 床 面

積の８０％以上が適格事業を営む１つの者によっ

て使用されていること等）を満たす適格事業を営

む事業者に２０１５年６月３０日までの有期限で適

用されている。改正案では、本制度の適用範囲を

拡大して、物流を営む事業者及び空港や港湾に

おいて適格活動を営む事業者に対しても適用さ

れる（２０１４年２月２２日以降に承認された資本的

支出に適用される）。容積率基準を充足している

既存建物等に関しては、最低限１０％の増加容積

率基準の充足が必要となる。さらに、この土地の

有効活用に対する償却制度の適用期限が２０２０

年６月３０日までの５年間延長される。

特 集 :  シンガポール２０１４年度予算案における税制改 正 案
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２．２０１３年度のシンガポール経済成長は４．

１％であったが、２０１４年度の世界景気の展望は

定かではない。そのような状況下で、２０１４年度

の予算案では、ファイナンシャルセンターを含む

シンガポール経済の競争力を強化するための施

策が導入されている。

（１）海外企業のシンガポール支店（海外の銀

行のシンガポール支店を除く）への利息、テクニ

カ ル フ ィ ー 、 マ ネ ー ジ メ ン ト フ ィ ー 、 使 用 料 の 支

払いは、源泉税の対象であった。また、当該シン

ガポール支店が源泉税の免除を受けるためには

waiverを申請して取得する必要があった。改正案

では、２０１４年２月２１日以降の前述の支払いは

源泉税の対象とはならない。

（２）現在、シンガポールで設立された銀行は、

バーゼルII Iで定められた最低自己資本比率を２

０１３年１月１日より、またバーゼルI I Iで定められ

た 最 低 自 己 資 本 比 率 よ り も ２ ％ 高 い 水 準 へ の 引

き上げを２０１５年１月１日（MAS Notice 637によ

る）より要請されている。バーゼルIIIで定められた

その他Tier1の調達手段である商品を発行するシ

ンガポールで設立された銀行への公平性を担保

するために、これらの商品（償還付き優先株式を

除く）は税務上負債として取り扱われる。従って、

これらの商品に関わる分配は発行者側では損金

算入が認められる一方、受け取り側では課税され

る。前述の取り扱いは、２０１５賦課年度の基準年

度から適用される。この取り扱いは、MAS Notice 

637の対象となるシンガポールで設立された銀行

（海外銀行のシンガポール支店は除く）に対して

適用される。

（３）上場インフラ登録ビジネストラストが受領す

る国外源泉所得で特定シナリオに該当しない所

得の免税措置は、投資所得を原資とする国外源

泉配当及び適格オフショアインフラプロジェクトか

ら稼得した国外源泉利子所得に対する免税措置

を含め、個別に財務大臣の承認を必要とする。特

定シナリオに適格オフショアインフラプロジェクト

に関連する国外源泉利子所得を原資とする配当

所得も税法第１３（１２）条で定める特定シナリオに

含まれることとなる。従って、適格オフショアイン

フラプロジェクトから稼得した国外源泉利子所得

は、一定の要件を満たせば自動的に免税となる。

（４）不動産投資信託に対する以下の税務恩典

が２０１５年３月３１日をもって廃止される。

（ア）シンガポール不動産の取得に対する印紙

　　　　税及び海外不動産を保有するシンガポー

　　　　ル会社の取得に対する印紙税の免除

（イ）海外の非居住用不動産の保有を目的とし

　　　　て設立された特定目的事業体の設立に関

　　　　して発生したＧＳＴの還付

（ウ）非居住者、非居住個人に対して支払われ

　　　　る分配金で、税の透明性の取り扱いを受け

　　　　た特定所得からの分配金に対する１０％の   

     軽減源泉税率の適用

（エ）国外源泉所得に関して与えられた免税措

　　　　 置

I I .公正且つ公平な社 会の構 築

１．２０１４年度予算案は、誰もが希望をかなえ

られ、成功をつかむチャンスのある公正かつ公平

な社会の構築を目指している。それを達成するた

めに以下の改正が行われた。

（１）パイオニア世代パッケージと称して、国家

建設に貢献したパイオニア世代に報いるため、メ

ディシールドライフ保険料の補助（６５歳時点で４

０％、その後９０歳時点で６０％まで引き上げられ

る ） や 専 門 医 外 来 診 察 料 の ５ ０ ％ の 補 助 、 メ デ ィ

セーブへの年間２００シンガポールドル～８００シ

ンガポールドル（年齢により異なる）の補填を含む

ヘルスケア支援を提供する。パイオニア世代パッ

ケージの対象者は、１９６５年の時点で１６歳また

はそれ以上だったシンガポール市民および１９８
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６年１２月３１日またはそれ以前に市民権を取得し

た者である。

（２）納税者もしくは配偶者の両親、祖父母、曾

祖父母、障害のある両親を扶養している場合の所

得控除額が２０１５賦課年度より１，０００シンガポー

ルドル～３，０００シンガポールドルの範囲（同居し

ているか、していないか、または障害のある両親

か否かで異なる）で引き上げられる。

（３）障害のある配偶者、兄弟、姉妹および子供

を扶養している場合の所得控除額が、２０１５賦課

年度より２，０００シンガポールドル引き上げられ

る。

（４）CPF(中央年金基金）が２０１５賦課年度よ

り１％引き上げられる。

（５）その他、酒及びタバコの関税が、各々２５

％、１０％引き上げられる。

（注）上記改正案の詳細は、随時関連省庁から

発表される。また、適用に当たっては、専門家の

アドバイスを求めることを薦める。

特 集 :  シンガポール２０１４年度予算案における税制改 正 案
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１．全国自治 体の共同 組 織 CL AIR

一 般 財 団 法 人 自 治 体 国 際 化 協 会 （ C L A I R : 

The Japan Counci l  o f  Local  Author it ies for 

Internat ional  Relat ions　以下「クレア」という。）

について、ご存知でしょうか。

ク レ ア は 、 地 方 自 治 体 の 国 際 化 を 支 援 す る た

めの共同組織として、１９８８年に設立された一般

財団法人です。日本国内には東京本部を設置し

ているほか、海外には、シンガポールを含め７カ

所の事務所を設置し、自治体の海外拠点としての

役割を担っています。

こ の た め 、 会 長 （ 全 国 知 事 会 会 長 （ 京 都 府 知

事））はじめ理事会、評議員会などのメンバーは

自治体の代表から選ばれているほか、本部事務

局や海外事務所の職員の多くは全国各地の自治

体からの派遣職員です。

また、設置母体である全国の４７都道府県と２０

政令指定都市の国際担当部局はクレアの支部に

位置づけられており、この支部を通じて約１７００

にものぼる地方公共団体との連携・協力を図りな

がら業務運営を行っています。地域レベルでの取

組みを支援するため全国各地の地域国際化協会

をまとめる役割も担っています。

今日の自治体においては、地域経済の活性化

や多文化共生、人材育成といったあらゆる課題に

関して、国際的な視野に立った戦略・事業運営が

不可欠となっています。こうした自治体の国際化

を支援するのがクレアの仕事です。

本稿では、このクレアの海外事務所のうちアセ

アン及びインドを活動エリアとしている、シンガポー

特　集

ル事務所の活動について、ご紹介します。

２．シンガポール事 務所の組 織 体 制

シンガポール事務所のスタッフも、ローカル・ス

タッフを除き都道府県や市区町村の自治体からの

派遣職員です。その数は、派遣元自治体の意向

により、近年増加傾向が続いており、現在は全海

外事務所で最大となる１８名の職員が日本から派

遣されています。

今後各地域において国際化を担っていく高い

スキルを持った人材の育成もクレアの重要な使命

となっています。クレアに派遣される自治体職員

は、通常東京本部の各部署で１年間勤務した後、

２年間海外事務所の業務に従事します。出身自治

体は日本全国にまたがっていますが、いずれもこ

こでの経験を活かし、各自治体で国際関係の業務

を担うとともに、将来は幹部として活躍することが

期待されています。

また、シンガポール事務所独自の取り組みとし

て、駐在員制度を設けており、現在は、山形県、

長野県、熊本県が駐在員を派遣しています。駐在

員は専ら派遣元自治体の業務を担当し、各自治

体の観光・物産プロモーションや企業支援などの

経済交流支援活動を中心に活動しています。この

制度を活用することにより、自治体は低コストで、

かつ、速やかにシンガポールに職員を常駐させる

ことができるほか、情報入手や人脈形成が容易に

なり、経理等の総務事務に手間をとられることな

く、効率的に海外業務を展開できるというメリットが

あります。

自 治 体 の 総 合 サ ポ ート 役 を 目 指して
～ ＣＬＡＩＲシ ン ガ ポ ー ル 事 務 所 の 活 動 状 況 に つ いて
CL air singapore

 Direc tor

足 達　雅 英
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３．急増する自治 体の海 外活動支 援

海外活動支援とは、自治体関係者がアセアン・

イ ン ド で 、 イ ベ ン ト 、 調 査 、 視 察 等 の 活 動 を 行 う

際、クレアにおいて、訪問先の紹介、政府機関等

へのアポイントの取付け、現地への同行、現地の

状況や行政制度等に関して概要説明、資料提供

等の支援を行うものです。

近年は、急速な経済発展に伴う東南アジア市

場への関心の高まりや地元企業の動きなどを受け

て、シンガポール事務所管内の活動支援件数は

増加を続けており、２０１３年度は過去最高となる１

５６件の支援を実施しました（表１参照）。

支援分野は、友好提携事業の調整やシンガポー

ルをはじめとする都市開発・インフラ、ＩＴ、教育な

ど各種政策の視察、地域の物産・旅行フェアなど

のプロモーション活動やイベントをはじめ、多岐に

わたっています（表２参照）。

スタッフ一同、関係の皆様の協力をいただきな

がら、自治体の頼れる海外拠点として、その海外

活動が円滑で効果的なものとなるよう努めていま

す。このため、訪問先への十分な趣旨の説明や普

段からの関係づくりに努めるとともに、自治体側に

もせっかくの出張が実りあるものとなるよう、計画

段階から目的に沿った訪問先の選定や、現地の

状況についてもアドバイスを行っています。

ここ数年の傾向としては、知事・市長などによる

トップ・セールスやミッションが増加していることが

挙げられます。

また、最近ではシンガポールの観光分野での

目覚ましい成果や日本でのカジノ解禁に向けた動

きを踏まえ、統合リゾート（IR:マリーナ・ベイ・サン

ズ及びリゾート・ワールド・セントーサ）やＭＩＣＥ施

設への視察も多くなっています。

４．地 域間交流の 促 進に向けた事業 展開

グローバル化が進展していく中、地域の活性化

を図るため、自治体においても海外との地域間交

流の重要性が高まっています。クレアでは、国際

交流などを通じた地域の国際化支援、海外自治

体幹部との交流協力セミナー、地域間交流推進

のための国際会議を実施し、地域の強みや特性

を生かした海外自治体とのネットワークづくりを積

極的にサポートしています。

ここでは、シンガポール事務所で取り組んでい

る主な事業をご紹介します。

①地域間交流促進プログラム

この事業は、日本の自治体職員を東南アジア

各国に派遣し、政府機関・企業等の訪問や市民と

の交流などを通じて、両国間の政治経済・文化交

特 集 :  自治 体の総合サポート役を目指して～ＣＬＡＩＲシンガポール事務所の活動状 況について

（表１）

（表２）
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流における現状と課題の理解を図り、今後の地域

間交流の契機とすることなどを目的としています。

昨年度はタイ（バンコク都、ピサヌローク市、ス

コータイ県自治体）において開催し、日本各地か

ら１９名の自治体職員等が参加しました。

プログラムでは在タイ日本大使館、ＪＥＴＲＯ、Ｊ

ＮＴＯ、福岡県バンコク事務所の訪問や地方銀行

の駐在員の方々との意見交換により、現地ならで

はの有益な情報をいただくことができました。

また、タイ内務省、バンコク都、タイ中部スコー

タイ県自治体、ピサヌローク市などの現地政府関

係機関も訪問し、タイの地方行政システムや住民

窓口、保健所、図書館といった住民サービスの現

状、洪水対策やごみ処理といった行政課題への

対応について視察、意見交換を行いました。

ピ サ ヌ ロ ー ク 市 で は 、 Ｉ Ｃ チ ッ プ 入 り の 身 分 証

明書を活用したワンストップ住民サービスや、受

付用のレシートを使った窓口サービスの評価・投

票システム、保健所ではタイマッサージやハーブ

による伝統医療を活用について現場で説明を受

け、独自のサービス向上に取り組んでいる様子を

観察しました。

タイにおける県や郡は地方自治体組織ではな

く、国の出先機関として位置づけられ、中央政府

か ら 知 事 及 び 郡 長 が 派 遣 さ れ て い ま す 。 こ れ に

対応する形で県自治体、郡内に市町自治体、タ

ムボンと呼ばれる小規模自治体が置かれ、特別

な自治体として位置づけられる首都バンコク都知

事、パタヤ特別市長とあわせ選挙で長が選出され

ています。これら自治体では、都市部を中心に経

済成長が進む中、都市化と同時に、高齢化に伴う

課題や住民サービスの高度化にも取り組む必要

に迫られる一方、組織や人材、財源も限られてい

るのが現状です。

衡平な財源保障を有する日本の地方行財政制

度や自治体の持つノウハウへの関心は高く、今後

の 両 国 の 自 治 体 交 流 の 可 能 性 を 感 じ ま し た 。 ま

た、ナレースワン大学では、日本語学科の学生との

交流を行い、人文学部のスタッフの方々と東南ア

ジア各地の行政制度について意見交換を行いました。

今後のタイを担う多くの若い世代が日本への高

い関心を持ち、漫画や高度な技術などに親しみ

や憧れを感じている一方、バンコクや観光地を離

れると、まだ日本人を目にする機会も少ないとの

ことで、日本各地の多様な文化や魅力を生かして

地域間の交流をさらに広げていくことは極めて有

意義との認識を新たにしました。

②シンガポール政策研修プログラム

シンガポールで実施されている先進的な政策

は、日本の地方自治体の政策の企画立案にも参

考になるものが数多くあります。昨年は、日本の

自治体からの参加者を迎え、「シンガポールの国

家 戦 略 と 都 市 イ ン フ ラ （ 都 市 開 発 、 緑 化 、 水 、 環

境政策）」、「観光戦略と海外販路開拓」をテーマ

に、関連機関・団体、施設を訪問しました（表３参

照）。

シ ン ガ ポ ー ル 政 府 の 都 市 イ ン フ ラ の 開 発 は 、

その先進性に注目が集まることが多いですが、各

種政策が効果的に実施されていく背景には、時

代の趨勢や経済予測を踏まえた骨太のビジョンと

きめ細かなプランニング、各関係省庁・機関の連

携、現実を見据えた柔軟な政策の見直し、といっ

た地道な取組みがあります。

昨年本プログラムにおいて調査を行った緑化

政策では、国民に生活の質の向上とアイデンティ

ティの強化をもたらすと同時に、都市としての魅力

を高め海外からの投資を引き付けるという大きな

目標を掲げて、世界でも第一級のトロピカル・ガー

デンシティを実現しました。今では想像もできませ
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んが、独立前には都心部で熱帯雨林が伐採され

つくされており、当時は街路樹一本一本の植栽か

ら緑化への取り組みを始めたとのことです。

現在も限られた国土の中で、都市部のビルの

壁面や駐車場の屋上、ＭＲＴの橋脚などあらゆる

スペースの最大限の活用に知恵を絞っています。

さらに、各地域の公園を結ぶパーク・コネクター構

想や水辺の開発など新たなうるおいをもたらすレ

クリエーション空間を次々に生み出し続けていく

姿勢には、感銘を受けました。

こ の 緑 化 政 策 に は 、 公 園 だ け に 限 っ て も 人 件

費以外に年間６０００万ドルもの資金が投入されて

います。しかし、国としてのプライオリティは高く、

人 材 育 成 や ボ ラ ン テ ィ ア の 活 用 な ど の 工 夫 を 行

い、関係各省庁合同の議論を経て優先順位を絞

り、必要な予算を確保しているとのことでした。

都市国家であるシンガポールの人口・経済規

模は、日本の自治体では兵庫県や福岡県と同規

模です。そのシンガポールの経済政策や持続可

能な都市づくりを目指した取り組みは、今後の日

本の自治体の施策展開の可能性を考えるうえで

も大いに示唆に富んでおり、日本に向け情報発

信を続けていきたいと考えています。

③アジア地方行政セミナー

シンガポール事務所では日本の総務省と協力

して毎年東南アジア各国において、地方行財政

分野での国際協力を目的にセミナーを開催し、開

催国政府の抱える課題・関心事項をテーマに講

演や意見交換を行っています。今年度は、史上

最大級の台風「ＨＡＹＡＮ」をはじめ大型台風の

相次ぐ襲来やボホール島での大地震など、最近

多くの大規模災害に見舞われたフィリピンで、「防

災・災害対応」をテーマに開催しました。

フィリピンの政府機関・地方自治体関係者にと

っては喫緊の課題であり、フィリピン全土から、内

務省、防災関係者、知事・市町村長を含む数多く

の自治体関係者が参加しました。

日 本 か ら は 、 総 務 省 、 消 防 庁 、 熊 本 県 の 関 係

者が参加し、日本の地方制度と防災システム、東

日本大震災や２０１２年の熊本広域大水害への対

応と復興プロセスについてプレゼンテーションを

行いました。

ディスカッションでは、日比双方の経験を踏ま

え、国‐地方自治体‐地域間における連携や各組

織同士の広域連携、地域における防災教育の充

実など、とりわけソフト面での対策を推し進めるこ

との重要性が強調されました。

フィリピンの自治体では、特に地震や風水害発

生時の防災体制の整備が大きな課題となってい

ます。これまで数多くの災害に直面・克服してきた

経験を有し、現在東日本大震災からの復興を進

めている日本の取組みは、参加者にとって大いに

参考になったようです。

アセアン各国の地方行政関係者の間では、行

政各分野で日本とこのような意見交換の場を多く

持ちたい、という声をよく聞きます。行政制度のみ

ならず言語・慣習の異なる国々との事業の共催に

は、困難が伴うこともありますが、クレア独自の取

組みとして、今後さらに自治体と東南アジア各国

との定期的な情報共有の場づくりを進めていきた

いと考えています。

特 集 :  自治 体の総合サポート役を目指して～ＣＬＡＩＲシンガポール事務所の活動状 況について

（表３）
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④自治体国際協力専門家派遣事業

クレアと自治体が連携し、海外自治体の要請に

基づいて、専門的なノウハウを有する自治体職員

を「自治体国際協力専門家」としてアセアン各国

に派遣しています。

日 本 国 内 の 自 治 体 関 係 者 が 有 す る 技 術 や 知

識を国際協力の分野で有効に活用することで、海

外の自治体における行政の質の向上に寄与し、

自治体間の友好協力関係を促進することを目指

しています。

協力分野は、保健衛生、消防・防災、環境保全

が多くなっていますが、最近は各国の社会経済状

況を反映し、「一村一品運動」などの地域特産品

開発や観光政策、健康づくりなどソフト面の政策

についても関心が寄せられています（表４参照）。

これまで実施した事業の中には、カンボジアで

の「クメール焼」復興への技術支援やインドネシア

市内を流れるカリマス川の再生事業があります。

現地を訪問した際には、復活したカンボジア伝統

の焼物、特産品が美しく陳列されている様子や、

市民の憩いの場に生まれ変わった川の様子を目

にすることができました。

これらの事業を通じて、今後さらにアセアン各

都市との交流が広がっていくことを期待していま

す。

⑤自治体幹部交流セミナー

日 本 と ア セ ア ン ・ イ ン ド 各 国 の 相 互 の 地 方 制

度・行政について理解を深め、人的ネットワーク

の構築を図ることを目的に、各国の自治体幹部職

員や地方行政に関わる政府職員を毎年日本に招

き、地方行政の現状と課題について、幅広く意見

交換を行っています。

東京での研修の後に地方も訪問し、自治体で

行 政 現 場 を 視 察 す る と と も に 、 日 本 文 化 へ の 理

解を深めてもらうためのプログラムも実施していま

す。

昨年は、シンガポール政府観光局（STB）及び

IEシンガポールの職員を含む７か国１１名のメン

バーが鳥取県を訪問し、県の都市緑化や国際観

光 政 策 、 梨 を は じ め と す る 地 元 自 慢 の 食 材 の 紹

介に加え、県内企業、酒蔵や境港市の水木しげ

（表４）
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特 集 :  自治 体の総合サポート役を目指して～ＣＬＡＩＲシンガポール事務所の活動状 況について

るロード・記念館を視察しました。

各国共通の課題でもある地域経済の振興や過

疎化問題への対応方策についても、活発な意見

交換が行われました。日本それぞれの地域が持

つ豊富な自然や伝統的な建造物など多彩な観光

資源について、海外からの訪問者の視線でわかり

やすくＰＲすることが重要だとの意見が多く寄せら

れました。

温泉旅館での和室宿泊体験や、一般家庭への

訪問なども参加者には大変好評で、帰国後も日

本への親近感を持ち続け、日本の行政や技術の

質の高さに強い関心を寄せていただいています。

このような交流により、アセアン・インド各地の行

政関係者に日本ファンになっていただくことで、

様々な形の地域間交流につなげていきたいと考

えています。

５．自治 体の海 外経済 活動 等の支 援

成長著しいアジアにおいて販路開拓、観光客

誘致のための活動を実施する自治体が増えてい

ます。シンガポール事務所では、所管地域内でこ

れらの活動を支援するとともに、各種事業の実施

を 通 じ て 得 ら れ た 情 報 を 日 本 の 自 治 体 向 け に も

発信しています。

①国際旅行フェア等における観光ＰＲ

アセアン・インド各地で開催される国際旅行フ

ェア等において、日本政府観光局（ＪＮＴＯ）と連

携し、日本各地の観光情報を提供し、地方自治

体が取り組む外国人観光客誘致活動や地域の知

名度向上のための活動を支援しています。

また、訪日旅行需要の増加が期待される新興

市場においても、ＪＮＴＯと連携し、訪日旅行セミ

ナー・商談会を開催し、多くの自治体や関係団体

の参加をいただいています（表５及び表６参照）。

（表５）

（表６）
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②海外販路開拓支援事業

地域の特産品の販路開拓については、堅調な

経済成長を続けるとともに、日本食人気も高く、今

後の自治体の海外販路開拓先として注目される

タイ・バンコク中心部の百貨店（サイアム・パラゴ

ン）において、全国自治体から参加を募り食品展

を開催しています。

単 独 で は 商 品 を 集 め る こ と が 困 難 な 自 治 体 も

参加可能なテストマーケティングの機会を日本全

国に提供し、自治体による海外販路開拓を支援し

ています。

③海外経済セミナー

自治体からの東南アジアに対する関心にこた

えるため昨年から東京で自治体関係者を集め「海

外経済セミナー」を開催しています。２年目となる

今年は、ＩＥシンガポール、楽天アジアからのプレ

ゼンテーションに加え、自治体のシンガポール駐

在経験者により、東南アジアでの自治体の最新の

活動状況についてパネルディスカッションを実施

しました。

今年の参加者は前年の倍増となるほどの盛況

ぶりで、改めて自治体の東南アジア展開への意

欲を感じると同時に、いかに現地の情報が貴重で

あるか痛感しているところです。ホームページやメ

ルマガなどの電子媒体や機関誌など紙媒体での

情報提供のみならず、直接自治体の担当者と意

見交換する機会もさらに充実させていきたいと考

えています。

６．ＪＥＴプログラムへの支 援

ＪＥＴプログラム（The Japan exchange and 

Teaching Program、語学指導等を行う外国青年

招致事業）は、わが国最大の国際交流プログラム

で、草の根レベルでの国際交流の推進に向け、

総務省、外務省、文部科学省及びクレアの協力

の下、自治体が実施しています。

国際交流活動に従事する国際交流員（ＣＩＲ）、

小・中学校や高等学校で日本人教師の外国語授

業の補助等に従事する外国語指導助手（ＡＬＴ）

など、世界各地から現在４０００名を超える参加者

が日本全国の自治体や学校で活動を行っていま

す。

クレアは、関係機関の連絡調整や受入団体へ

の参加者の配置・渡航調整を行うとともに、参加

者の受入団体や参加者本人に対して助言やサポー

トを行っています。

シ ン ガ ポ ー ル 事 務 所 管 内 か ら も 多 く の 青 年 が

参 加 し て お り 、 帰 国 後 も 同 窓 会 組 織 の 会 員 と し

て、旅行フェアでの日本ブース支援など日本にか

かわるイベントでも活躍してもらっています。在シ

ンガポール日本大使館とも連携して、同窓会組織

の活動支援や日本のよき理解者である同窓会メ

ンバーとの交流を行っています。

７．アセアン及びインド地 方 行政 制度、
     各種 政 策等の調査・研 究 、情 報発 信

シンガポール事務所では、アセアン各国の地

方 行 財 政 制 度 や 各 種 政 策 の 最 新 情 報 に つ い て

情報収集し、行政担当者の目線からレポートとし

てとりまとめています。

「 シ ン ガ ポ ー ル の 政 策 」 シ リ ー ズ と し て は 、 行

政・公務員制度をはじめ、都市開発、上下水道、

福 祉 、 情 報 、 教 育 、 港 湾 ・ 空 港 、 陸 上 交 通 、 観

光、環境の各分野ごとにまとめています。

また、ミャンマーの地方自治、イスラム圏からの

観光客誘客、医療制度と医療ツーリズムに見るシ

ンガポールの戦略、マレーシアの観光政策、アセ
タイ・バンコクの百貨 店サイアムパラゴンで開 催した物産 展の様 子
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特 集 :  自治 体の総合サポート役を目指して～ＣＬＡＩＲシンガポール事務所の活動状 況について

アン地域における自治体の最新の活動状況、シ

ンガポールの言語政策などの各種レポートを作成

しているほか、事務所の活動を通じて得られた各

国 情 報 も 、 分 野 別 に ホ ー ム ペ ー ジ で 公 開 し て い

ます。ご関心のある方はシンガポール事務所のホ

ームページ（http://www.c la i r .org.sg/ j/ index.

html）をご覧ください。

８．終わりに

東南アジア各国をまわると、日本食をはじめ日

本文化の人気ぶりを目にし、日本人の勤勉さや日

本 製 品 の 品 質 の 高 さ へ の 信 頼 を 耳 に す る こ と が

多くあり、大変誇らしい気持ちになる経験が数多くあります。

私 自 身 、 改 め て 外 か ら 日 本 を 見 つ め な お し て

みると、各地域が多様な自然・風土の下はぐくん

だ文化や温かい国民性などの価値をより強く実感

するようになり、日本の持つ本当の魅力をさらにも

っと海外の方にも理解していただきたい、という思

いを強くしています。そのためには、それぞれの

自治体や地域、そしてそこで暮らす人々が個性を

生かして、直接世界の人々を相手に交流する機

会を充実させていくことが重要であり、微力ながら

現在のクレアでの仕事が、そのためのお役に立て

ることに喜びを感じているところです。

グローバル化が進み、新興国が経済成長を続

けていく中、自治体においても海外に目を向け、

国際戦略に基づいて地域の将来を考えることが

必須となりつつあります。そうした中今後もますま

す自治体の海外事業展開は増えていくことは確

実ですが、その際にはいかに日本の地域や国、

そして官民がそれぞれの個性を発揮ながらも、バ

ランスよく連携して日本としての総合力を発揮して

いくことがポイントになります。

我々クレア・シンガポール事務所は、そのため

にも所員一同アンテナを広げ、東南アジア・イン

ドでの自治体・地域の総合サポート、地域間交流

の支援活動を充実させていきたいと考えておりま

す。引き続き関係の皆様のご支援・ご協力を心よ

りお願い申し上げます。

執筆者氏名
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 北九州市の「都市間連携」を通じた都市環境インフラ輸出の取組み
～廃棄物ビジネスの事例より～
K itaK yushu Cit y goverNmeNt eNviroNmeNt Bure au
K itaK yushu a siaN CeNter for Low C arBoN so Cie t y

綾 部　征一朗

北九州市は、1901（明治34）年、官営八幡製鉄所

が操業開始され、関連する化学・窯業・セメント・電

力などの工場が次々と建てられ、4大工業地帯のひ

とつとして日本の高度経済成長を支えてきました。

一方で急激な経済発展の過程で、大気汚染や水質

汚濁など深刻な公害をもたらすことになりました。

このような深刻な状況の中で、最初に立ち上がっ

たのは、子どもの健康を心配した母親たちの市民運

動でした。「青空が欲しい」というスローガンを掲げ、

自発的に大気汚染の状況を調査し、その結果をもと

に企業や行政に改善を求める積極的な運動を起こ

しました。

行政においては、公害の状況を常時監視するた

めの公害監視センターを設置するとともに、公害に

ついて科学的に研究するための組織を整備し、また

企業との「公害防止協定」の締結を行い、公害防止

に関する各種施策を実施していきました。

企業も生産工程の改善、汚染物質の除去処理施

設の設置、工場緑化などの対策を積極的に行いま

した。これらの対策を進めるうえで、排水処理・排ガ

ス処理などの排出口での対策技術だけでなく、製造

施設や工程の改善、省資源・省エネルギーを徹底

することで環境への負荷を小さくする技術（低公害

型生産技術＝クリーナープロダクション技術）が導

入されました。これらの技術は、環境改善だけでな

く生産性を向上させる経済的効果をもたらしていま

す。

１．環 境ビジネス支 援に至った経 緯

1960年

環境環境

	  

	  

現在
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公害克服の過程で、優秀な人材や技術、ノウハ

ウ、そして産学官民のパートナーシップといった多く

の財産や経験を地域に蓄積してきた北九州市は、

培われた環境保全技術等を、公害問題に苦しんで

いる開発途上国に役立ててもらうため、環境国際協

力を実施してきました。1980年には、民間主導によ

り北九州国際技術協力協会（KITA）を設立し、海外

からの研修生受入や専門家派遣を行っています。

18世紀半ばの産業革命の開始以降、二酸化炭

素、メタン等の温室効果ガスが人為的に大量に大気

中に排出されることで、地球が過度に温暖化するお

それが生じています。特に二酸化炭素は、化石燃料

の燃焼などによって膨大な量が人為的に排出され

ています。

低炭素化とは 地球温暖化の最大の原因といわれ

る二酸化炭素の排出をできるだけ抑えながら、経済

発展を図り、人々が安心して暮らすことができる社会

づくりを行うことです。低炭素化は世界的な重要課

題となっています。

北九州市は、低炭素社会の実現に向け、高い目

標を掲げて先駆的な取組みにチャレンジする都市と

して、2008年7月に国から「環境モデル都市」に選定

されました。これを受け、「北九州市環境モデル都市

行動計画」において、2050年までに温室効果ガスの

排出を2005年比で、市内で50%、アジア地域で150%

削減するという目標を掲げました。そのため、アジア

地域の低炭素化を通じて、地域経済の活性化を図

るための中核施設として、2010年6月に「アジア低炭

素化センター」を開設しました。

アジア低炭素化センターでは、企業とともに、経

済産業省・環境省・外務省など国の資金を活用し

て、FS（事業可能性調査）、実証、事業化のステッ

プを踏みながら様々なプロジェクトに取り組んでい

ます。これまでにアジアの37都市で、日本企業65

社と連携して、58のプロジェクトを実施しています。

（2014年3月現在）

特にインドネシア共和国・スラバヤ市とは、1997年

のアジア環境都市ネットワーク構築時から連携を図

っており、2004年には市民参加型「生ゴミのコンポス

ト化協力事業」により、スラバヤ市の廃棄物量が30%

以上削減されました。以来両市は着実に友好関係

を築き、2011年3月に「戦略的環境パートナーシップ

共同声明」の署名、2012年11月には、「環境姉妹都

市提携に関する覚書」を締結しました。

今後は、グリーン＆ローカーボンの視点から、社

会制度の構築や市民意識の変革などのソフトも盛り

込んだ総合的なまちづくり計画の策定を中心に、廃

棄物・上下水道・エネルギー・都市開発といった様

々な分野におけるプロジェクトを展開して、グリーン

シティ輸出モデルの構築を目指しています。

２．アジア低 炭 素 化センターの取 組み

アジア低炭 素化センター開所式

業界ぷらす１
「環境」： 北九州市の「都市間連携」を通じた都市環境インフラ輸出の取組み～廃棄物ビジネスの事例より～
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センターでは、2011年度よりアジア地域等に低炭

素化技術の輸出を目指す市内中小企業を対象に、

所有する既存の技術・製品を、海外でのニーズに合

わせた現地での実証試験、または事業可能性調査

（FS）を行うための経費の一部を助成する制度とし

て、「北九州市中小企業アジア環境ビジネス展開支

援事業」を実施しており、これまで、実証枠7件、FS

枠1件を採択しました。

市内企業である㈱西原商事は、2012年度に上記

支援事業を活用し、インドネシア国スラバヤ市にお

いて廃棄物中間処理事業の可能性調査を実施しま

した。ビジネスモデルとしては、これまでスラバヤ市

において分別されることなく最終処分されていた廃

棄物の中から、有価物を選別することにより、リサイ

クル率の向上、逼迫する最終処分場の延命化、さら

には地域における新たな雇用創出に大きく寄与する

ものです。2013年3月には、スラバヤ市ストロジョー

に「リサイクル型廃棄物中間処理施設（Super Depo）」

を建設し、家庭から排出される廃棄物から、生ごみ、

プラスチック、紙くず等を選別しています。現在は、

廃棄物の60％を占める有機ごみから堆肥製造する

ための「コンポストセンター」を建設中で、今後は堆

肥販売可能性を検討し、スラバヤ市における最終処

分される廃棄物の減量と、廃棄物ビジネスの事業化

に向け取り組んでいます。

３．スラバヤ市での廃 棄 物ビジネスの事例

スラバヤ市と環 境 姉 妹都市 締 結（2012年）　 市民参加型のコンポスト普及
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本市は、1960年代に厳しい公害に見舞われまし

たが、市民、企業、行政が一体となり、公害を見事

に克服しました。その経験を活かして国際協力に貢

献し、様々な都市とのネットワークを構築してきまし

た。また、我が国初のエコタウン事業など、循環型

社会の先導的役割を果たすとともに、低炭素社会

の実現にも貢献してきました。こうした取組みによ

り、OECD（経済協力開発機構）から、「公害を克服

し、グリーン成長に取り組む近代的な産業都市」とし

て高い評価を受け、2011年6月、OECDから「グリー

ン成長都市」の１つとして、パリ、シカゴ、ストックホル

ムとともに、アジアで初めて選定されました。

豊かさを享受しながら、温室効果ガスを大幅に

削減するためには、従来の発想の延長線上では、

十分な対応は困難です。今後、環境技術の分野で

は、既存技術の活用に加え、イノベーションを引き

起こす新技術の開発や新しいビジネスモデルの創

造などが必要となります。また、社会技術の分野で

は、新エネルギーの利活用による新しい都市開発、

さらにはライフスタイルや住民意識の改革などの取

組みが求められます。

　北九州市では、こうした環境技術や社会技術

のアジア地域への積極的な移転を進め、社会の仕

組みの変革を図り、新しい価値観や文化を創造す

る、”アジアの低炭素革命”の拠点を目指します。

 ㈱西原商事のビジネスモデル

４．世界の環 境 首都を目指す北九州市

 環 境マスコット「ていたん」

執筆者氏名

綾部　征一朗　（あやべ　せいいちろう）

経			歴

福岡県出身　大学卒業後、地元北九州市の貿易会社勤務を経

て、2009年に北九州市役所に入職。2009年～2012年　総務企

画局国際部アジア交流課

2013年～現職（環境局環境国際戦略課事業化支援係）

業界ぷらす１
「環境」： 北九州市の「都市間連携」を通じた都市環境インフラ輸出の取組み～廃棄物ビジネスの事例より～
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6月‐7月JCCIイベント写真

JCCI 6月‐7月JCCIイベント写真

6月19日　
JCCI賃金調査結果報告会

6月25日　
第3工業部会＆貿易部会共催
タイガービール製 造工場見学会

7月2日　
第3工業部会、金融・保険部会、
運 輸・通信部会共催　
2014年度3部会 合同懇親会

7月15日
第2工業部会 
Singapore LNG Corporation・
液化天然ガスターミナル視察会
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6月‐7月JCCIイベント写真

7月22日　
観 光・流 通・サービス部会、
第 一 工 業 部 会 、貿 易 部 会 共 催
PSAインターナショナル・港 湾
施 設視察会

7月29日
運 輸・通信部会 “sats施 設 ”
&“Boeing乗員訓練センター” 
見学会
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≪日本シンガポール協会のイベントをご紹介します≫　

日本シンガポール協会便り19

一般社団法人　日本シンガポール協会
   〒108-0014 東京都港区芝4-7-6 芝ビルディング308
　電話：03-6435-3600  FAX：03-6435-3602 
　E-mail：singaaso@singaaso.or.jp
　ホームページ：http://www.singaaso.or.jp/

	  	  

	  	  

	   	  

◆はい、こちらは「日本シンガポール協会」です！
「日本シンガポール協会」は1971年の設立以来、「シンガポ
ール日本商工会議所（JCCI）」とも密接に連携し、日本とシ
ンガポールとの経済協力、文化交流を深めるための活動をボ
ランティア・ベースで行っています。シンガポールとの関係、
交流を深めるため、ご帰国されましたら、あるいは今から協
会の活動にご参加されませんか。ご入会を心からお待ちして
います。連絡先は右記のとおりです。（2013年1月に、事務所
は港区赤坂より港区芝に引っ越しました）

１．「SSGSとの交流ゴルフ大会」を開催

　2013年1月芦ノ湖カントリークラブ野村茂継会長からSSGS（Singapore Senior Gol fers Society）の皆様の来日を機

に交流ゴルフ大会のお話があり、これを受けて協会ではキャプテン、副キャプテンを擁した実行委員会を設立し準備を行

い、2014年5月14日（水）に神奈川県の程ヶ谷カントリー倶楽部にてSSGS側38名、協会側27名、総勢65名の交流ゴルフ

大会の開催を実現しました。

　シンガポール大使館側からもご参加いただき、五月晴れのなか全員元気にラウンドを愉しんでいただきました。プレー

後のパーティでは、シンガポール大使館からご提供いただきましたタイガービールで乾いた喉を潤し、SSGSの皆様と盛り

上がった楽しいひと時を過ごしました。SSGSの皆様には日本各地の特産物の賞品をお持ち帰りいただきました。

２．「第11回 シンガポール日本人学校OB&OG懇親会」を開催

　6月21日（土）の午後、「シンガポール・シーフード・リパブリック銀座」にて、「第11回 シンガポール日本人学校OB&OG

懇親会」を開催しましたところ、117名もの方にご参加いただきました。ＪＣＴコーラスの皆さんによる‘Singapura Sunny 

Is land’ほか、美しい混成合唱の歌声でオープニングを飾っていただきました。 

　ご参加の皆さんは、先生や旧友との再会を喜び、シンガポールの思い出話に花を咲かせていました。シンガポールの日

本人学校に在籍されていた方が、社会人になられてシンガポールに駐在され、またシンガポールに頻繁に旅行されるなど、

繋がりを保っておられる方々も多いとのお話でした。元在校生による軽妙な司会進行によって、クイズ大会やラッキードロー

で大いに盛り上がりました。

　ご来賓として、シンガポール大使館商務部（シンガポール国際企業庁）からMr. Lee Hoi Leong（リー・ホイリョン氏）

をお迎えし、在日シンガポール人留学生協会から3名、JCCI（日本商工会議所）派遣留学生のMs.Germa in Tan（ジャー

メイン・タンさん）にもご参加いただき参加者と気軽に交流をいただきました。次回は、来年・2015年6月21日（土）に、「シ

ンガポール・シーフード・リパブリック銀座」での開催予定です。本誌を手にとられた方はお気軽にご参加ください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　   　　　　　



33

 ≪ 7月度　活動報告 ≫
　7月2日、日本人会にて第三部会（第3工業部会・金融保険部会・運輸通信部会）合同懇親会を行いました。初めての試みと
なりましたが、三部会の懇親場となり、皆様より楽しめたとフィードバックを頂きました。
　7月15日に第二第二工業部会　Singapore LNG Corporation・液化天然ガスターミナル視察会を行い、20名が御参加下さ
いました。ジュロン島内にあり、なかなか見ることのできない施設を、Chief Executive Officer 始めとするSLNG社の方々に
ご案内いただきました。暑い中保護服を着ての移動は大変でしたが、こちらの質問にも真摯にご対応いただき、非常に有意
義なひとときとなりました。　
　7月22日は観光・流通・サービス部会、第1工業部会、貿易部会共催　PSAインターナショナル・港湾施設視察会を行いま
した。暑い中、44名の方に御参加頂きました。三部会共催による視察会という大掛かりなイベントになりましたが、PSA社に
は快く受け入れていただきました。PSAビルディング40階からの眺望も素晴らしく、またPasir Panjang Terminalもシンガポー
ル最大規模を誇るだけあり、見所の多い視察でした。視察後の懇親会では、部会の垣根を越え、皆様積極的に交流を深め
ておられました。

≪ 8月度　行事予定 ≫     ※予定は事情により変更・追加されることがございます。

開 催 日 開催区分 イベント名 時間・場所

8月3日（日）
部会

懇親ゴルフ（金融・保険部会）
07:00-15:00

Laguna National Golf and Country Club

8月5日（火） 委員会

8月度会員講演会「結果の質を向上させる組織力アップセミナー

～ローカル社員のリーダーシップを

引き出すリーダーシップ＆マネジメントとは？～」

15:00-17:30

日本人会

8月8日（金） 部会
第1、第2、第3工業部会、観光•流通•サービス部会共催

インドネシア•バタム島のノングサ開発地域視察会

08:00-19:00

カビル工業団地、ノングサ•リゾート

8月8日（金）
部会

第2工業部会・ケミカル会共催　

8月度会員講演会・懇親会　「Ｖ字回復への決断と信念」
 

17:00-19:00

日本人会

8月28日（木） 委員会
8月度会員講演会

最近のインドネシア法務トピックについて

14:30-16:00

日本人会
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編集後記

シンガポールは国土面積が東京都２３区より少し広い程度の小国です
が、一人当たりのＧＤＰは日本を抜き、今やアジアで一番豊かな国になって
います。資源もなく、水もなく、人もなく、土地もなく、技術もない国であっ
たシンガポールが、他国から人、カネ、モノを呼び寄せるための環境整備を
全力で行い、その結果、世界で最も住みやすい都市、又、ビジネスのしやす
さランキングで上位を占める位置まで上りつめたことに、「ないないづくしか
ら知恵が生まれる」ことを、マリーナベイサンズを遠くに眺めながら改めて
実感しました。

月報8月号の表紙は、Palau　Ubin島で睡蓮の花と島内のサイクリング
コースを撮影しました。チャンギ・ポイント・フェリー・ターミナルから、小型
の船で約15分の場所にある島です。野生の猿やイノシシが生息していたり、
熱帯の植物があふれていたり、普段見慣れている都会のシンガポールとは
全く違う自然を満喫することが出来る場所です。

さて、今回の月報では特 集記事 4 本と環 境をテーマに業 界プラス1と
して、「北 九 州市の「都 市 間 連 携」を通じた都 市 環 境インフラ輸 出の取
り組み」を掲 載させ ていただきました 。ご 執 筆 頂きましたK I M U R A & 
ASSOCIATES PTE LTDの木村様、Drew&Napier法律事務所の金丸
様、KPMG Services Pte Ltd.の田宮様、一般財団法人自治体国際化協
会シンガポール事務所の安達様、北九州市環境国際戦略室アジア低炭素セ
ンター　綾部様におかれましては、ご多忙にも関わらず、大変興味あるテー
マでご執筆賜り、改めて御礼申し上げます。

月報8月号は、KAJIMA OVERSEAS ASIA PTE LTD　川越とJCCI
の小寺が担当致しました。
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